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論　文

「ポスト海外進出」にある中小企業の国内売上
拡大・縮小を決めるメカニズム

松本大学総合経営学部教授

兼　村　智　也

要　旨

中小企業の海外進出は、国内の売上や雇用にプラスの効果をもたらすと指摘されるなか、進出後20年
を経過する企業のなかには、そうした効果がみられなくなっている企業も少なくない。これは海外進出
の一つの到達点ともいえるが、問題はその後（そうした状態を本稿では「ポスト海外進出」と呼ぶ）の
業績で、ここには国内売上を拡大する企業、縮小する企業の両方がみられる。筆者は先行研究で、前
者には「国内外の需要先の不一致」が、後者には「国内外の需要先の一致」という特徴があることを
指摘したが、本稿では、その点を踏まえ、「ポスト海外進出」企業が国内売上の拡大・縮小を決める
メカニズムを明らかにした。
国内売上が拡大基調にある企業では、社長を中心とする経営を担うコア人材が国内親会社に注力で

きる環境にある。言い換えれば、コア人材への負担にならないよう、海外子会社の経営が自立化して
いる。この自立化を促進するのが、一つに「海外子会社の経営の安定」であり、もう一つが前述の「国
内外の需要先の不一致」である。これにより国内親会社は、海外子会社とは異なる事業展開（新規需
要先の開拓、生産技術の開発）を進め、国内売上の拡大につなげている。
一方、国内売上が縮小基調にある企業では、国内での需要先との関係が海外でもそのまま維持され

ている。かつては国内外で新・旧製品別、高・低機種別の生産のすみ分けがあったが、現在では現地
ニーズの高度化、現地の生産技術のレベルアップによって、そうした関係も薄まり、国内親会社の生
産がコスト的に優位な海外に置き換えられている。その海外では非日系競合者が台頭しているなか、
技術的な競争優位をもつ海外子会社は研究開発機能も現地化して非日系顧客からの受注も拡大してい
る。これにより日本の開発部門は縮小を余儀なくされ、国内売上はさらに縮小している。逆に、こう
した優位性をもたない海外子会社は非日系競合者との価格競争に直面し、自立化も困難になっている。
その結果、コア人材への負担は減らず、国内親会社の経営にも影響も及ぼしている。近年では海外か
らの撤退を図ることで、その負担を軽減する一方、国内事業を売上から利益重視の事業構造にかじを
切る企業もみられる。



─ 76 ─

日本政策金融公庫論集　第37号（2017年11月）

1 　はじめに

中小企業の海外直接投資について、近年、直接
投資を行う企業のほうが行わない企業より国内業
績がよく、売上や雇用の増大という効果を国内に
もたらすという見方がある。この点についての先
行研究として、竹内（2013）、藤井（2014）のような
経済指標・データ、アンケート調査などを使った
マクロベースからの分析や、浜松（2013）、山藤（2014）
といった個別企業の事業活動を基に国内への
効果を捉えたミクロベースの分析がみられる。
しかし、国内には本社機能と営業窓口だけを残し、
ほぼすべての生産機能を海外に移転させるよう
な中小企業も確実に存在しており、前述の指摘が
一体、どのような企業に当てはまり、そうでない企
業とどのような違いがあるのかが不明であった。
そこで筆者は、海外事業がもたらす国内事業へ
の効果を「代替生産品が発生」1、「海外を起点に仕
事が発生」2、「海外の仕事の一部を代替」3、「直接
的効果を受けていない」の四つに分類し、需要先・
業種もバランスよく揃い、古くから海外進出がみ
られ、その件数も地方のなかでは多い長野県の中
小企業39社のデータをヒアリング調査により収
集、そこで各社にみられる効果と国内売上のト
レンド（拡大基調か、縮小基調か）を結びつけ、
それぞれの効果に共通してみられる特徴を見いだ
す研究を行った（兼村、2017）。
その詳細については同論文を参照されたいが、
そこで意外にも多かったのが「直接的効果を受け
ていない」であった。ここには過去、前述の効果
を享受したが、今では消失している企業が多く含
まれる。すなわち、海外子会社からみれば「国内
親会社への依存」はすでになく、国内親会社から

みれば「海外子会社からの受注」がないというこ
とになる。これら企業のほとんどは、初めて海外
進出してから20年前後の経過がみられているが、
このような両者の関係がみられなくなるというこ
とは表面上、海外子会社が自立したともみてとれ、
海外進出の一つの到達点ともいえる。問題はその
後（本稿ではそうした状態を「ポスト海外進出」と
呼ぶ）の国内外の業績がどうなっているかである。
その効果消失の影響かどうかは定かではない
が、「ポスト海外進出」には国内売上が縮小基調
にある企業が存在する。逆に、国内売上が拡大基
調にある企業もあり、筆者は先行研究でその違い
を決める要因の一つとして国内外の需要先（産業）
の差異に見いだした。すなわち国内売上が拡大基
調の企業には共通して「国内外の需要先の不一致」
がみられ、縮小基調の企業には「国内外の需要先
の一致」がみられた。
国内では競争力の「維持できなくなった分野」
を海外に移転させ、国内は「付加価値の高い分野」
に経営資源を投下するという多国籍企業の理論に
従えば、「維持できなくなった分野」と「付加価
値の高い分野」を「国内外の需要先の不一致」と
読み替えることもできる。しかし、どのようなメ
カニズムが働き、国内売上の拡大・縮小につな
がったのか不明な点も多い。そこで、本稿では先
行研究からの示唆を足掛かりに「ポスト海外進出」
にある中小企業の国内売上が拡大・縮小するメカ
ニズムを明らかにしたい。

2 　先行研究と仮説の抽出

⑴　国内売上の拡大基調をもたらす要因

はじめに「国内親会社への依存」、「海外子会社

1 現行の生産品が海外移管されたが、その移管先に自社の生産拠点をもつため、これに代わる新規の仕事を顧客から受注することをいう。
2 海外で知り合った顧客やその紹介先との新規取引が、国内で新たに始まることをいう。
3 海外では対応困難、あるいは顧客の都合などにより海外事業の一部が自社の海外拠点や顧客から国内に舞い込むことをいう。
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からの受注」が消失する意味について考えたい。
そもそも、海外子会社が国内親会社に依存するの
は何だろうか。ハイマー（1979）の「優位性の保
有」によれば、海外進出する企業は進出先の企業
に対して不利な状況に置かれるために、それを克
服するだけの優位性を現地にもち込まなくてはな
らない。この優位性は本国親会社からの経営資源
の移転という形で行われるが、加工型の中小機械
金属工業の場合、海外のほかの外資系企業や現地
企業を上回る競争優位性は「生産技術力」という
ことになろう（河崎、2008）。ここでいう生産技
術力とは「必要とされる加工部品を図面や指図書
に従いながら高精度・低価格かつ納期通りに作り
出してゆく能力」（同上）である。そのためには「す
ぐれた設備機械や治工具、原材料、機械操作・修
理・保全などの技能・技術、暗黙知的な熟練技能、
5 S・QCなどの品質管理技術等が大切」（同上）
となる。従って海外子会社が国内親会社に依存す
るのは生産技術力であり、この「国内親会社への依
存」「海外子会社からの受注」がなくなるわけである。
その際の理由として、まず考えられるのが直接
投資先の子会社を含む現地の生産技術力のレベル
アップであろう。進出当初はとても活用できるレ
ベルではなかった現地の生産技術力が徐々に実力
をつけて、海外子会社の要求に応えるだけの成長
を遂げてきたのである。この場合、現地のレベル
アップをもたらしたのは、海外子会社を含めた外
資系企業が考えられる。いずれにしても国内親会
社に依存しなくとも、周辺国を含め、現地で調達
することが可能になったのである。現地に開発や
調達、生産にかかる自己完結的な体制が確立した
といえる。
そして、もう一つの理由として考えられるのが、

国内親会社、海外子会社それぞれで求める生産技
術力が異なる場合である。先行研究で得た示唆、

すなわち国内売上が拡大基調にある企業で「国内
外の需要先の不一致」がみられるのは、これと関
連する、つまり次の仮説が考えられるのではない
だろうか。

仮説 1－ 1 　国内売上が拡大基調の企業に「国
内外の需要先の不一致」がみられたのは、国内親
会社が海外子会社とは異なる（高い）生産技術力
を求める、異なる需要先（顧客）を国内にもつた
めである。

仮説 1－ 1 の正当性が支持されれば、国内売上
が拡大基調にある企業に「国内外の需要先の不一
致」という現象がみられた場合、当該企業は海外
よりも高い技術を、海外とは異なる需要先に供給
していることになる。
しかし、ここでも二つの疑問が生じる。海外と
は異なる需要先を国内にもつには、国内で新規需
要先を開拓するか4、または従来の需要先の分割を
国内外で図るかのいずれかが必要になる。その際、
前者の場合、事業を軌道に乗せていくためには相
応の時間が必要になる。その間にかかるコストを
どのように埋め合わせしてきたのかというのが、
一つ目の疑問点である。
これへの仮説として考えられるのは、海外には
時間をかけながら、従来の需要先分野の生産移管
を行うとともに、その間、国内では新規の需要先
開拓によって、コスト負担の埋め合わせをしたこ
とである。

仮説 1－ 2 　国内で異なる需要先を開拓する
際、海外への生産移管には時間をかけながら、そ
の間のコスト負担を埋め合わせした。

二つ目の疑問は「国内外の需要先の不一致」で

4 海外で新規需要先を開拓する企業も調査のなかにみたが、本稿では対象にしない。
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あると、なぜ国内での技術の高度化や新規市場の
開拓が図れ、国内売上の拡大につながるのか、逆
に一致すると、なぜつながらないのかという点で
ある。両者から直接的な因果関係を見いだすこと
は難しい。そこで「国内外の需要先の不一致」が
あると「ある状態」が起きやすくなり、それが生
産技術の高度化や新規需要先の開拓、ひいては国
内売上の拡大につながるという論理展開を想定す
る（図－ 1 ）。ここでは国内売上が拡大基調にあ
る企業に共通してみられる「ある状態」を見いだ
すことが目的となる。
ところで「国内親会社への依存」、「海外子会社
からの受注」がなくても国内業績が伸びるとする
先行研究として浜松（2013）の指摘がある。これ
は、海外展開の影響により国内生産が減れば、当
該企業は生産能力の余剰、危機感をもつため、国
内に残る仕事の獲得に向け、営業活動を活発化さ
せたり、受注のために技術力を向上させたりする。
そのことが国内業績につながるというものである。
また、類似する内容としては「労働集約的な業務
を海外に移管することで、国内は製品開発やマー
ケティングなど知識集約的な業務に特化するこ
とで、企画力や営業力が高まる」との指摘（藤井、
2014）もある。しかし、このような状態でも後述
するように国内売上が縮小する企業もあるし、経

営資源が乏しい中小企業で、経営環境の変化が即、
国内の営業力や技術力の強化につながるのかにつ
いては疑問の余地も大きい。こうした営業力や技
術力を獲得し、その実行主体になるのは中小企業
の場合、組織というよりもヒトである。ヒトであ
れば、学習・ノウハウの吸収は組織以上に早く、
短期間のうちに高い成果を達成しうる可能性も秘
める。一方で、その主体は経営者もしくはその親
族などのごく一部の「コア人材」に限定される。
そもそも中小企業の事業活動はコア人材の能力に
依存する部分が大きいが5、海外事業の立ち上げや
推進においてもその例外ではない。というよりも
海外事業の場合、コア人材にかかる負担がより大
きく、特に設立当初、社長自ら海外に駐在し、陣
頭指揮を行わざるをえないケースもみられる。そ
の結果、国内が手薄になり、業績への影響を及ぼ
すことさえ指摘されている（太田・越村、2017）。
こうしたなかで海外子会社の経営も手がけるコ
ア人材に国内の営業力や技術力の強化に費やす時
間・余裕が、どれだけあるのだろうか。仮に、コア人
材にとって負担にならないよう、海外子会社の経
営が自立した状態であれば、国内事業により注力
することができるのではないか。「国内外の需要
先の不一致」はこうした状態を導くトリガーにな
るのではないか。そこで、以下の仮説を立ててみる。

5 中小企業庁『2009年版中小企業白書』によれば、中小企業におけるイノベーションの取り組みで特徴的なことは、経営者のリーダーシッ
プの介在度合いが大きいことが指摘されている。

図－１　国内需要先の不一致と国内売上拡大の関係

　　　　　　　　　　　　資料：筆者作成（以下同じ）

国内売上の拡大

ある状態

国内外の需要先の
不一致
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仮説 1－ 3 　「国内外の需要先の不一致」が、
海外子会社の経営の自立化を促進する。

このほかにも、海外子会社の自立化を促す要因
として「海外子会社の業績の安定」も考えられる。
一般的に、海外子会社の立ち上げ時期や設立当初
はコア人材自らが、現地に駐在し、その社長とし
て経営にあたるケースがほとんどであろう。その
後、業績が安定してくれば、コア人材に代わって、
非コア人材が経営を担うことになる。逆に、これ
ができなければコア人材が海外から手を引くこと
が難しくなる。従って「海外子会社の業績の安定」
はコア人材を子会社への関与度合いを決め、自立
化への移行に影響を及ぼすことが考えられる。

仮説 1－ 4 　「海外子会社の業績の安定」が、
海外子会社の経営の自立化を促進する。

そして、この海外子会社の経営の自立が、コア
人材の国内事業への注力、国内生産技術の高度化、
ひいては国内売上の拡大基調につながっているの
ではないか。

仮説 1－ 5 　海外子会社の自立化の進展は、国
内売上の拡大基調をもたらす。

以上の仮説の正当性が支持されれば、次のよう
な論理展開を構築できる。すなわち「国内外の需
要先の不一致」や「海外子会社の業績の安定」に
より、海外子会社の経営が自立化される。それに
よってコア人材が国内事業に注力できる環境が整
い、技術の高度化や新規市場の開拓が図れ、国内
売上の拡大基調につながる。

⑵　国内売上の縮小基調をもたらす要因

一方、国内売上が縮小基調の企業に「国内外の
需要先の一致」がみられる際、二つのケースが考

えられる。一つは、国内親会社で受注していたが、
需要先の生産移管のため、その受注品もそのまま
海外子会社に移管され、国内売上が縮小するケー
スである（以下、移管型縮小とする）。国内親会
社と海外子会社の生産技術力に大きな差異がみら
れなければ、需要先は国内外を比較し、自社の都
合に応じて、発注（生産）地を選択することがで
きる。消費地生産（地産地消）を標榜する自動車産
業では国内選択もあろうが、コスト優先の産業の
場合、海外が選択される。国内親会社と海外子会
社はトレードオフの関係で国内が減少したぶん、
海外が増えることになる。

仮説 2－ 1 　国内売上が縮小基調の企業で「国
内外の需要先の一致」がみられたのは、国内親会
社と海外子会社の生産技術力に差異がみられなく
なり、同一需要先への生産・供給が国内親会社か
ら海外子会社に移行したためである。

もう一つは、海外子会社に移管されるのではな
く、海外の他社に流れることによって生じる縮小
である（以下、流出型縮小とする）。これは国内
売上の縮小のみならず、海外売上の拡大にもつな
がらない。前述したように海外の生産技術力のレ
ベルアップがあれば、そこにコスト競争力をもつ
非日系競合者が台頭する。こうした企業でも海外
子会社と同様の生産技術が得られれば、コスト勝
負となって日系企業は劣勢に立たされる。
その反面で、海外では国内にはない受注拡大の
チャンスもある。それは、やはり非日系の顧客か
らの受注である。先行研究によれば、海外で売上
を伸ばす要因として従来の日系の需要先（顧客）
に加え、非日系の需要先からの受注があるという
（舛山、2012）。特に、中国では需要先の質的要求が
高まっており、日系中小企業へのビジネスチャン
スが拡大している。需要先も「市場の要求にこたえ
てレベルアップしていくとき、試作、量産化指導面
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で、日本の下請け中小製造業に対するニーズが拡
大していく可能性はおおいにある」（駒形、2014）
からである。その際、受注のポイントになるのが、
非日系顧客の開発設計能力不足へのフォロー、そ
して技術・品質向上ニーズへの対応である（国際
経済交流財団、2009）。
これらの指摘は、中国や自動車といった特定の
国や需要先産業を前提としたものであるが、他国
やほかの産業分野でもあてはまるのではないか。
すなわち、海外で売上を伸ばす企業は、非日系競
合者ではもちえない技術面での優位性をもってい
る企業であろう。そこで次のような仮説を設定し
たい。

仮説 2－ 2 　海外売上が拡大基調にある企業
は、現地に研究開発部門をもつなど技術的な競争
優位を発揮できる機能をもち、非日系顧客からの
ニーズに応えている。

研究開発機能を付設することで、顧客ニーズの
変化や市場の変化をすばやく生産や開発部門に伝
えることができる、改良製品の生産を立ち上げる
とき、開発部門が生産部門を応援することができ
るといった合理的な理由が生まれることにもなる
（吉原、2005）。逆に、縮小基調にある企業は、こ
うした機能をもたないためコスト競争に陥ってい
ることが考えられる。

仮説 2－ 3 　海外売上が縮小基調にある企業
は、現地に研究開発部門など技術的な競争優位を
発揮できる機能をもたず、コスト面で非日系競合
者に仕事を奪われている。

ところで、こうした海外売上の拡大・縮小は、
国内親会社の役割やその売上にどのような影響を
もたらすのだろうか。海外生産が拡大するなかで
日本の役割として技術の源泉となる「マザー工場」

に期待する指摘もある（海上、2014）。しかしな
がら、このような研究開発機能の現地移管まで進
めば、国内のマザー工場の役割・生産（売上）規
模にも影響が生じることになる。生産（売上）も
縮小するなか、従来の生産活動に代わる新分野進
出も考えられるが、これも今後の国内売上に影響
をもたらすことになる。

仮説 2－ 4 　海外での研究開発部門の設置や国
内での新分野進出は国内売上の拡大に寄与するも
のではない。

⑶　仮説の検証項目

以上、国内売上の拡大・縮小につながるメカニ
ズムを明らかにするための仮説を抽出したが、本
稿の目的はこれらの仮説を検証し、その正当性を
みることである。その際にあたっての具体的な検
証項目を以下にまとめる。

①　国内親会社と海外子会社の技術力などの比較
仮説 1－ 1 、仮説 2－ 1 を検証するために、国内

親会社、海外子会社の需要先、生産品、それを支え
る生産技術力（加工精度や形状、工法、仕上がり具
合、生産量など）を調べ、国内外での比較を行う。
国内売上が拡大基調の企業において、これらの
点について国内外で差異がみられ、それが国内売
上の拡大基調につながっていれば、仮説 1－ 1 の
正当性が支持される。また縮小基調の企業におい
て、国内外で差異がみられず、国内生産から海外
生産への移管が明らかにできれば、仮説 2－ 1 の
正当性が支持される。
その際、生産技術力や生産品を現時点での状況
のみで捉えるのではなく、これまでの経緯のなか
でみることが重要である。それにより生産技術力
や生産品の高度化の進展具合がわかるからであ
る。この点に留意することで、仮説 1－ 2 の検証
についても可能になる。
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②　海外子会社の経営自立化の進展度
仮説 1－ 3 を検証するにあたっては、海外子会
社における経営自立化の進展度を評価する。子会
社が自立しているということは、意思決定の場所
が国内親会社から海外子会社に移るということで
ある。
もちろん、その決定に対して出資者である親会
社への説明や承認は必要になるが、子会社からみ
れば、主体的に意思決定が行えるということであ
り、子会社に権限が委譲されたことを意味する（山
口、1995）。この場合の具体的な権限とは、経営
計画（投資・事業計画、利益目標）やその執行、
それに伴う人事、成果配分（役員の報酬）などが
考えられるが、これらが海外子会社で決められて
いるか否かについてみてみる。
さらに、それを誰が決めているのかをみる必要
がある。仮に現地で意思決定されていたとしても、
その決定主体が国内親会社のコア人材であれば、
自立化しているとはいえない。一般的に海外子会
社の立ち上げ期や設立当初はコア人材自らが現地
に駐在し、その社長に就くケースがほとんどであ
ろう。問題はその後であり、コア人材が引き続い
て社長にとどまるか、それに代わる非コア人材を
育成したり、見いだしたりするか、それによって
国内親会社からの自立化の程度が変わってくる。
そこで海外子会社の初代、そして現在の社長につ
いてみてみる。
その際、表面上は非コア人材でも、実質的に国
内親会社社長との兼任であれば、コア人材の負担
軽減とはいえない。逆に表面上、海外子会社社長
は国内親会社社長の兼任であるが、実質的には現
地人などの副社長が権限をもっているようであれ
ば、コア人材の負担が軽減されているといえる。
これらの点についても留意しながら、権限委譲の
状況、初代・現在の社長、コア人材の来訪回数を
踏まえ、各社の経営自立化の進展度をみてみる。

③　需要先と業績、自立化、国内売上との関係
仮説 1－ 4 、仮説 1－ 5 を検証するため、①で

得た需要先の不一致・一致、海外売上の基調、国
内売上の基調、そして②で得た各社の経営自立化
の進展度を、一覧表にまとめ、その関係性につい
て検討を行う。

④　海外売上の拡大・縮小企業の要因分析
仮説 2－ 2 、仮説 2－ 3 を検証するため、国内

売上の縮小企業にみる海外売上の拡大企業と縮小
企業にかかる受注先（日系・非日系）、需要先産業、
競合企業の台頭、現地における研究開発部門の有
無を調べ、売上拡大・縮小の要因を分析する。
また、仮説 2－ 4 の検証のため、海外売上の拡

大・縮小が国内売上縮小に与える、さらなる影響
についても考察を加える。

⑷　分析対象企業

ここでは過去に「国内親会社への依存」、「海外
子会社からの受注」はあったが、現在ではそれが
みられなくなった「ポスト海外進出」にある中小
企業を対象に仮説の検証を行う。
対象企業数であるが、筆者の先行研究で明らか
になった企業、そして追加調査で明らかになった
企業、合わせて 7社とする。これらを国内売上が
拡大基調にある企業と国内売上が縮小基調にある
企業に分類すると、拡大企業は 3社（表－ 1 の国
内欄の○印）、縮小企業は 4社（同×印）である。
さらに後者のなかで海外売上が拡大基調にある企
業が 2社（表－ 1 の海外欄の○印）、縮小企業が
2社（同×印）である。従って提示した仮説を分
析するのに条件を備えたサンプルといえる。
調査方法は国内本社での経営者へのヒアリング
調査であり、一部、海外子会社でのヒアリング調
査も実施している。調査実施日は表－ 1 に記す通
りである。
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3 　調査対象企業の分析

本節では、表－ 1 に示した調査対象企業のデー
タを検証項目ごとに活用しながら、前節で提示し
た仮説を検証する。

⑴　海外事業の効果消失と生産技術の自立化

ここで対象とする「ポスト海外進出」にある中
小企業は国内外での依存・受注関係はすでに消失
しているため、海外子会社の生産技術は日本親会
社から自立していると間接的にはいえる。一方、
海外子会社が国内親会社に最も依存するのは、こ
の生産技術であることは論を待たないが、調査対

象企業がどのようにクリアしていったのか、なぜ
自立化が可能になったのかを直接的に検証するこ
とは、これからの議論の前提になるがゆえに有益
である。そこで各企業にみられた効果とその消失
時期、生産技術の自立化に向けた海外子会社の取
り組みを以下にまとめる。

①　対象企業にみる効果消失
はじめに調査対象企業 7社にみられる国内への
効果の消失内容についてみておきたい。筆者は先
行研究のなかで、海外事業が国内にもたらす生産
関連業務への効果として「代替生産品が発生」、「海
外を起点に仕事が発生」、「海外の仕事の一部を代
替」の三つを指摘した。そこで、それぞれの効果

表－1　分析対象企業のプロフィールと国内外の売上高

企業名
調査実施日

設立年
（国内従業員数） 保有技術 進出国（進出年） 直近の国内外売上高

と長期トレンド
国　

内

海　

外

A　社
2015年 2 月 2 日
2017年 7 月 7 日

1945年
（230名） 切削、研磨 中国・深圳（1995年）

ベトナム（2008年）
国内38億円に対し、海外20億円。
国内外とも拡大基調 ○ ○

B　社
2016年11月28日

（2017年 7 月17日）

1954年
（96名） ばね製造

マレーシア（1990年）
中国・上海（1996年）
中国・大連（2000年）

国内16億円に対し、海外22億円。
国内外とも拡大基調。 ○ ○

C　社
2015年 3 月 5 日
2017年 8 月 7 日

1967年
（57名）

プレス加工、
金型製作 中国・無錫（2005年） 国内 8億円に対し、海外 3億円。

国内外とも拡大基調。 ○ ○

D　社
2016年10月14日

（2017年 7 月17日）

1875年
（235名）

プラスチック成
形・プレス加
工、金型製作

中国・杭州（1994年）
中国・合肥（2004年）
ベトナム（2011年）

国内30億円に対し、海外70億円。
2004年に海外が上回り、国内は
縮小、海外は拡大基調

× ○

E　社
2016年 8 月 3 日

（2017年 7 月18日）

1973年
（50名）

プラスチック
フィルム・両面
テープ・発泡体
等の加工

中国・深圳（1998年）
中国・常熟（2005年）
台湾（2013年）

国内12億円に対し、海外48億円。
2000年以降、国内は縮小、海外
は拡大基調。

× ○

F　社
2016年11月29日
2017年 8 月 4 日

1961年
（90名）

プラスチック成
形、金型製作

中国・丹東
（1995年、2005年売却）
インドネシア（1997年）
中国・杭州
（2000年、2017年売却）
中国・大連
（2001年、2014年売却）

国内15億円に対し、海外も15億円。
2003年に海外が上回ったが、国
内以上に海外の縮小幅が大きく
現在は同水準。

× ×

G　社
2016年12月 1 日
2017年 6 月16日

1981年
（50名）

プラスチック成
形、金型製作

マレーシア（1994年）
中国・深圳
（2002年、2014年売却）
インドネシア
（2010年、2015年閉鎖）

国内 9億円に対し、海外は3億円。
国内外とも縮小基調。 × ×

（注） 1　調査実施日のカッコ内は海外拠点での実施、それ以外は国内本社。
　　 2 　進出国の太字は複数拠点のうち売上・従業員規模が最大の拠点。
　　 3 　国内・海外の○は売上拡大基調、×は売上縮小基調。



「ポスト海外進出」にある中小企業の国内売上拡大・縮小を決めるメカニズム

─ 83 ─

の消失とその時期についてみると「代替生産品が
発生」についてはF社で1990年代後半のインク
ジェットプリンター部品まで（図－ 2 ）、G社で
2010年の薄型ピックアップ部品まで（図－ 3 ）み
られたが、現在はまったくなくなっている。
「海外を起点に仕事が発生」についても、B社
から「確かに、日本で新規開拓しようとして大企
業を訪問しても面会すら困難である。その点、海
外ではそうしたこともなく、また日本本社の担当
者の紹介も受けるなど国内での訪問も格段にしや

すくなっている。ただし、国内での大口案件には
つながらない。理由はすでに顧客は国内で生産し 
ておらず、海外に生産を移行させているからであ
る。従って海外で仕事が増えることはあっても、
国内での受注、生産にはつながらない」といった
指摘があった。先行研究では、この効果を受ける
企業が生産財分野を中心に 8社確認されたもの
の、前述の理由ですでに消失する企業もある。
また、多くの企業でみられた「海外の仕事の一部
を代替」についても、当初は日本から供給してい

図－３　国内外における生産品目の変遷（G社の場合）

年　代 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17
国内売上高（億円） 20 12 13 18 20 9

従業員（名） 200 100 100 100 100 47
日本
（1981～） プラグ・ケーブル （中国他社へ）

ゲーム機用リモコンケース
AV用リモコン

トイレ用リモコンケース
ピックアップ部品 薄型ピックアップ部品

PC電源ケース

自動車部品

マレーシア
（1994～） AV用リモコンケース

自動車部品

中国 防災機器部品 売却
（2002～2014） バッテリー部品

ｲﾝﾄ ﾈ゙ｼｱ 薄型ピックアップ部品 閉鎖
（2010～2015）

1980 1990 2000 2010

移管 移管 移管
家庭用機器部品
介護機器部品
環境機器部品

図－２　国内外における生産品目の変遷（F社の場合）

年　代 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17
国内売上高（億円） 69 12 15
従業員（名） 350 60 90

日本
（1961～） DPモニタ

ドットプリンタ部品

自動車部品
中国・丹東
（1995～2005） 売却

ｲﾝﾄ ﾈ゙ｼｱ
（1997～） ドットプリンタ部品

インクジェッﾄプリンタ部品
自動車部品

中国・深圳
（2000～2017） ファンカバー 売却

中国・大連
（2001～2014） インクジェット部品 売却

1990 2000 20101980

移管 移管 移管

インクジェッﾄプリンタ部品
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た金型などの現地調達が進み、2010年を最後にこ
の効果もみられなくなっている（表－ 2 左列欄）。
こうした効果消失は、国内生産や雇用に少なか
らず影響を及ぼしている。例えば、G社では2002年
から進出先のマレーシアで100点以上の部品から
構成される自動車ユニット部品（エスカッション）
の受注が始まり、この部品生産に必要な金型はす
べて日本からの輸出対応となったため、国内の金
型生産が拡大した。同部門の従業員も24名まで増
やしたが、2003年からシンガポール、2006年から
マレーシアの現地企業からの調達が始まり、2007
年には現地化が完了したため、現在は 6名にまで
減少している。
以上にみるように、調査対象企業 7社の国内親
会社は海外子会社から部品や金型の発注を受けて

いない。資材の調達環境、生産技術力については
現地で十分な状況になっている。特にA社、E社が
進出する中国・深圳では材料、冶具、金型などが
充実しており、生産技術力の下支えとなっている。

②　生産技術力の自立化
では、調査対象企業はこれらをどのように活か
して、技術の自立化につなげているのだろうか。
まず指摘できるのが、これらの企業は生産技術
の自立を可能にする専門部署（技術課、工程課、
製造技術課など）をもっていることである。ここ
には日本で研修を受けた現地スタッフを含む技術
者が専属している。その数は、最も多いところで
D社の60名である。これは日本の中小企業の従業
員数を念頭に置けば、相当な規模といえるだろう。

表－２　海外事業による国内事業への効果消失状況

企業名 「海外の仕事の一部を代替」の消失状況 生産技術力の自立化の状況

A　社
・ 海外生産を始めた当初は、前工程（切削）は国内
親会社で実施していたが、2000年過ぎには現地で
一貫生産体制を確立

・時計部品の生産技術はすでに確立（技術移転完了）

B　社 ・ 生産支援はかつてあったが、海外子会社のレベル
があがった現在はない

・ 材料の仕入れから生産立ち上げ、量産、代金回収まで各拠点で
すべて自己完結できる体制が整う
・ 各拠点に工機部門があり、最大拠点の中国・上海には 3名のス
タッフがおり、社内で利用する機械設備の設計・製造を担当
・ 生産技術のスタッフは全 5名。うち工程設計ができるのは 2名

C　社 ・ 国内親会社から遊具機器分野の生産を移管される
と同時に直接的な支援は終了

・自動化・省力化の機械は海外子会社で設計・製作
・ 国内親会社で 2年間修業した現地人が生産技術スタッフとして
在籍しており、金型設計や自動機の設計・導入などすべての面
で対応できる状況

D　社

・ 進出当初は必要部品の 5割程度のほか、金型は全
量国内親会社から供給

・ 現在、国内親会社からの部品供給はほとんどない。
金型については、2000年ごろから生産の現地化に
着手、2005年には完全現地化に成功

・ 金型製作を含む生産技術を担う開発部門（60名）が中国にあり。
設備は内製化していない
・ カイゼンへの意識について、問題に直面するのは国内親会社で
はなく海外子会社。国内親会社が解決するしかなく、知恵を出
す。主体的にやらざるをえない

E　社 ・中国にすべて技術移転
・金型の現地調達化は2010年に完了

・ 現場の合理化については製造技術課（ 4名）が担当し、アイデ
アの落とし込み、改善を検討
・工程課（ 7名）は金型や工程の設計を担当
・設備もすべて中国で調達可能

F　社

・ 中国・大連拠点向けの金型は2007年までは国内親
会社から供給。2008年より現地化が始まり、 2、
3 年後に可能に。インドネシア拠点向け金型は
2003年までは国内親会社から供給。その後、顧客
が現地、韓国、中国からの調達に切り替え

・ 進出後20年が経過し、従業員も育つ。あらゆる金型に迅速に対応
・生産技術は 3名。ほかにメンテナンス・スタッフが在籍

G　社
・ 金型については、2003年からはシンガポールで調
達。さらに2006年には進出先のマレーシアでの調
達も可能になり、2007年に完全現地調達化

・現在はなし（過去は不明）
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また組織やスタッフ数だけでなく、その内容も
相当高いレベルに達しているといえる。例えばB
社では、当初は国内親会社から設備をもち込んで
いたが、今では現地でふさわしいつくり方を考案
したり、また台湾製の機械を使ったり、日本発の
技術にこだわることなく、自分たちの使いやすい
ような機械に調整している。林（1986）が主張す
る「生産技術の移転のサイクル」によれば、生産
技術の現地化の最終段階は「自主設計と国産化」
としているが、B社はその段階まで到達している。
さらに、調査対象の 7社が海外で担うのは量産
分野であるが、その技術についていえば、日本よ
り上と評価する企業が少なくない。理由は、もは
や日本は少量生産が基本となっており、量産にか
かる経験やノウハウはもち合わせていない。それ
らはすべて海外子会社に移管されたためという。
特に中国の子会社にそうした量産にかかる経験や
ノウハウの蓄積がみられ、E社では、量産を手が
ける他国の拠点からの研修生は国内親会社ではな
く中国子会社に来る状況になっている。

⑵　国内親会社と海外子会社の技術力等の比較

このような生産技術の現地化、自立化が進むな
かでも国内売上が拡大基調にある企業がある。以
下、①では仮説 1－ 1 の検証として、国内売上が
拡大基調にある 3社が、海外では求められていな
い高い生産技術をもち、それを海外と異なる需要
先に供給していることを明らかにする。また②で
は仮説 2－ 1 の検証として、国内売上が縮小基調
にある 4社について、海外においても国内と同様
の生産技術力を、同様の需要先に生産・供給する
ことが国内売上の縮小につながっていることを明
らかにする。

①　国内売上が拡大基調にある企業（A社～C社）
A社は、海外では時計部品、コネクターといっ
た量産分野を、国内では医療機器、レーザーダイ

オード、半導体設備向けの金属部品および設備の
設計・製造といった少量生産分野を手がける。需
要先（顧客）も異なっており、求められる切削加
工の精度は海外が10分の 1 ㎜、100分の 1 ㎜に対
し、国内は1,000分の 1 ㎜と一桁違っている。国
内では海外にはないレーザー加工機も導入するな
ど生産技術力の領域も幅広い（表－ 3）。
時計は1960年代から海外生産が始まった産業で
あるが、A社も遅ればせながら1995年、受注獲得、
コスト競争力強化のため、爆発的に生産が拡大す
る中国・華南地域に進出した。当初は国内生産や
売上への影響に鑑み、前工程（切削）までは国内、
後工程（研磨）は中国という工程間分業体制をとっ
ていた。しかし、前工程についても徐々に現地へ
移管し、2000年過ぎには一貫生産体制を現地で確
立するようになった。一方、国内では生産移管に
よる影響を回避すべく、工機部門、営業・開発部
門の立ち上げに着手した。その結果、時計部品の
生産に代わる設備の設計・製造、これまで同部品
で培ってきた切削と研磨といった加工技術をベー
スに生産技術力を高度化させ、より付加価値の高
い医療分野向けの生産が可能になった。現在、開
発部門のスタッフが全従業員のおよそ 1割にあた
る30名を数えるなど、海外生産の傍ら、国内では
開発型企業への転換に成功している。
B社は消費地生産を基本としている。これは生
産量や大きさ、重さ、顧客ごとの細かなニーズに
よる。その結果、海外 3拠点の需要先は自動車、
時計、電子部品向けといった量産分野が中心にな
り、国内は医療機器、半導体検査装置向けといっ
た付加価値の高い少量生産分野となっている。こ
れはA社と同様の図式でもあり、国内外で需要先
はほとんど一致していない。なお、自動車向けは
海外で開拓した新分野であるが、系列を背景に参
入が困難なため、国内ではみられない。少量生産・
量産という国内外でのすみ分けのなかで、唯一の
例外は文具向けで、月産8,000万個という「超」
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のつく量産であること、工程のほとんどが自動化
されて24時間稼働であること、当初から国内で行
われ、納品先も国内ということから、量産であっ
ても国内生産が維持されている。
消費地生産を行った結果、加工される線材の径

（線径）もすみ分けされ、国内の線径（1.5㎜以下）
は海外（3.5㎜）の半分以下となっている。ばね
の製造はどんな線径でも設備や加工方法は変わら
ないが、いったん太線径を加工するとその設備で
は細線径の加工ができなくなるという慣性が生じ
る。それが、こうしたすみ分けに一層拍車をかけ、
国内では少量の難易度の高い生産を手がけること
になる。
C社は、国内では自動車、弱電向けの部品を、
海外では遊具機器向けの部品を手がける。このよ
うな需要先のすみ分けに至った背景には、遊具機

器部品を手がける顧客から海外生産要請があった
ことである。これにより、国内売上の25％を占め
ていた同分野の生産が中国に移管された。そのた
め国内生産は減少したが、自動車の電子化に伴う
「深絞り」のプレス部品の需要拡大によって十分
埋めることができた。同社の場合、国内と中国で
用いられる生産技術はプレス加工および金型製作
であり、両国の間に精度や形状面での大きな差異
はない。しかし中国では順送金型と通常の設備を
使ったプレス加工である一方、国内ではトランス
ファープレス機を使用するなど設備や工法が異な
る。これにより、国内は断面仕上りがより良くな
るといった利点をもっているが、逆にいえば、海
外ではそのレベルまでの仕上りが求められていな
いといえる。
以上、国内売上を拡大するA社～C社について

表－３　国内外における生産技術力・需要先の比較

企業名 国内親会社における
需要先・生産品、加工精度

海外子会社における
需要先・生産品、加工精度

加工技術・方法
などの特記事項 需要先

A　社
医療部品、光部品、半導体設備
部品、設備類。
加工精度は1,000分の 1㎜

時計部品、コネクター部品。
加工精度は時計（外装部品）
が10分の 1 ㎜、内装部品が
100分の 1㎜

国内は切削、研磨に加え、レー
ザー加工も実施 不一致

B　社 文具部品、医療部品、半導体検
査装置部品。線径は1.5㎜以下

自動車、自動車、時計、電
子部品。線径は3.5㎜まで — 不一致

C　社 自動車部品、弱電部品 遊具機器部品
国内外で設備・工法が異なる（国
内：トランスファープレス、海
外：順送プレス）

不一致

D　社 洗濯機部品、トイレ部品 洗濯機部品、トイレ部品 — 一致

E　社
情報端末・映像機器部品、
OA・家電機器部品、カーエレ
クトロニクス部品

情報端末・映像機器部品、
OA・家電機器部品、カー
エレクトロニクス部品

金型の技術移転は2010年に完了。
日本よりも中国でノウハウの蓄
積が進んでいるため、他拠点の
従業員は研修のため中国に来訪。
新しい設備も中国のほうが多く、
開発案件も同国で手がける

一致

F　社 OA部品、自動車部品 OA部品、自動車部品、モー
ター部品

国内外ともプラスチック成形技
術を活用しており、違いは生産
ロットのみ

一致

G　社 薄型ピックアップ、自動車部品、
リモコン

薄型ピックアップ、自動車
部品、リモコン

国内外ともプラスチック成形技
術を活用しており、違いは生産
ロットのみ

一致
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みたが、どの企業でも海外と異なる需要先を国内
にもち、相対的に高度な生産技術を使って生産品
を供給している。このことが仮説 1－ 1 に示した
ように、国内売上の拡大につながっている。また、
仮説 1－ 2 の異なる需要先を開拓する際にかかる
コスト負担については、A社は仮説通り海外への
生産移管を 5年以上かけながら漸進的に行い、国
内への影響を最小限にとどめるともに、この間に
新規事業・体制を立ち上げている。また、B社に
ついては、消費地生産を基本にして拠点づくりを
行ったため日本の売上が維持できたこと、さらに
C社については、顧客の要請によって、国内の一
事業分野が切り離され、海外に移管されたことに
よって、このコスト負担の埋め合わせが可能に
なった。

②　国内売上が縮小基調にある企業（D社～G社）
洗濯機部品を手がけるD社は1994年、顧客であ

る家電メーカーからの要請により中国に進出し、
日本との二カ国での生産体制を確立した。現在で
もこの体制は変わらないが、そのすみ分けの内容
は変化している。当初、日本で成熟した技術を中
国に移管させ、中国では低級機種向け、国内では
高級機種向けというすみ分けを図っていた。しか
し、近年では高級機種向けも中国で生産されるよ
うになった。理由は現地で取引が始まった中国系
顧客の要求が高まっていること、海外子会社の生
産技術レベルも日本と同等になったことである。
そのため、これまで国内で生産されていた部品も
中国に移管されており、売上は国内30億円に対し
て、中国は70億円まで拡大している。
絶縁や防水機能をもつシート類の加工を手がけ
るE社も1998年に中国に進出している。需要先の
売上構成比は国内外でやや異なるものの、情報端
末・映像機器部品、OA・家電機器部品、カーエ
レクトロニクス部品という三分野は同様である。
同社の強みはプレス加工の技術であるが、2010年

までにその移転も完了しており、日本と中国の生
産技術上の差はなくなっている。これに加えて、
スマートフォンといった情報端末の生産は圧倒的
に中国であることから、E社の国別売上は国内が
12億円に対し、中国は48億円となっており、その
差は拡大の一途にある。
F社は1980年代から爆発的に普及し始めたパソ
コン用ディスプレイモニターの生産を国内で始め
たが、1990年代になると顧客の海外生産移管に合
わせて、同社も海外に進出した。以降、ドットプ
リンター向け部品、インクジェットプリンター向
け部品と、国内から海外へ生産移管する歴史を繰
り返してきた。現在では業務用プリンター部品の
ほか、2010年から始まった自動車部品が主力と
なっているが、その国内売上はピーク時（2000年）
の69億円に遠く及ばず、15億円程度である。従業
員数も350名から90名まで減少している（前掲
図－ 2）。生産に使われるのは過去から金型および
その成形技術であって、精度や形状面で高度化し
ているわけではない。また生産移管とともに海外
にその技術が移転・吸収され、海外も国内と同様
の生産技術をもつに至っている。
G社も同様で、これまで顧客の要請に応えて、
次々と海外子会社に生産移管してきた。その際、
国内では生産品（リモコンケース）の用途をゲー
ム機用からAV用、トイレ用、介護機器用へと変
化させたものの、生産数量は減少する。そこで、
2010年から始まった自動車部品のほか、多品種少
量分野での参入を図るものの、国内売上はピーク
時（1989年、2011年）の20億円から 9億円まで縮
小しているうえ、従業員数も200名から47名に減
少している（前掲図－ 3）。
以上、D社～G社については従来、国内親会社
で行われていた生産が海外子会社に次々と移管さ
れていった。その移管を通じて海外の生産技術も
日本と同様のレベルとなり、その結果、海外での
生産が拡大する反面、国内売上が減少している。
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⑶　海外子会社の経営自立化の進展度

ところで、仮説 1－ 3 、仮説 1－ 4 では「国内
外の需要先の不一致」や「海外子会社の業績の安
定」は海外子会社の自立化を促進させるのではな
いかという仮説を立てた。ここでは、その仮説を
検証するのに必要となる海外子会社の自立化の状
況（進展度）を、海外子会社社長の属性（コア人
材か、非コア人材か）とコア人材の年間来訪回数、
海外子会社がもつ権限とその内容といった視点か
ら明らかにし、経営自立化の進展度への評価を与
えたい（表－ 4 ）。
調査対象企業 7社のなかで最も自立化が進んで
いるのがC社である。海外子会社の社長は設立当
初は国内親会社の取締役だったが、2009年から現
地の中国人が就いている。同氏は日本の大学で経

営学を専攻し、卒業後、国内親会社での勤務経験
を 1年間もつ。その後、現地に赴任、 1年半後に
海外子会社社長に就任した。もともと同氏は大企
業志向ではなく、中小企業の経営に携わりたいと
いう意向をもっており、こうした人材を求めてい
た前の国内親会社社長のニーズと一致した。
海外子会社社長に就任した直後に国内親会社か
らの遊具機器部品の事業移管が決まったが、その
後、単年度での黒字化、生産品の安定供給に成功
し、 5年ほど前から自立化に踏み切っている。具
体的には、それまで毎月（年12回）だった国内親
会社社長の来訪回数が 2回（中間と期末決算期の
み）まで減少するなど国内親会社の関与をできる
だけ減らしているほか、国内親会社の保証が必要
となる多額の銀行融資以外はすべて権限委譲され
ている。例えば、中国人社長は従業員への賞与を

表－４　海外子会社の経営自立化の進展度

企業名 初代社長 現在の社長 コア人材の
年間来訪回数 自立化、権限委譲の内容 進展度

A　社
現在の国内親会社
常務
（コア人材）

国内親会社プロパー
（非コア人材） 6回

・ 現地の雇用条件などは一貫性の確保のため
国内親会社社長が決めるが、顧客開拓や調
達、投資（高額を除く）などは委任

○

B　社
現在の国内親会社
社長
（コア人材）

同左・非常勤
（コア人材） 6回 ・ 経営計画（投資、利益目標）は中国人副社

長が作成。国内親会社社長の承認を得る ○

C　社
当時の国内親会社
取締役
（コア人材）

現地人
（非コア人材） 2回

・ 経営は完全に国内親会社から自立。国内親
会社の保証が必要な大型投資案件以外の全
権限を委譲

◎

D　社
当時の国内親会社
取締役
（コア人材）

現地人
（非コア人材） 12回

・ 経営の主体は現地だが、直接経営にタッチ
しないという段階までには至っていない
・ 投資計画、経営者（ 4名）の任命・報酬に
ついては国内親会社で承認、決定

×

E　社
当時の国内親会社
社長の子息
（コア人材）

現地採用日本人
（非コア人材） 3回

・ 権限委譲はなされている。現地の人事は海
外子会社社長で判断。投資も現地で決裁。
・ 国内親会社社長は完全委任の状況。多額の
資金が動く場合のみ判断（ただし、現在の
資金繰りは自己資金が中心）

◎

F　社
当時の国内親会社
常務
（コア人材）

国内親会社社長・
非常勤
（コア人材）

12回 ・ 国内親会社社長が経営計画を作成し、実績
を確認、指導のため毎月訪問 ×

G　社
現在の国内親会社
社長・非常勤
（コア人材）

同左・非常勤
（コア人材）

12回
（現在はなし）

・ 国内親会社社長が経営計画を作成し、実績
を確認、指導のため毎月訪問（現在はなし） ×

（注） 1　複数拠点を所有の場合は最大拠点（表－ 1の太字）を対象とする。
　　 2 　進展度の◎は大変進んでいる、○は進んでいる、×は進んでいないとする。
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各期利益の 2割とルール化しているが、これにつ
いても事前相談だけで、国内親会社からの指示や
介入は一切みられない。国内親会社は海外子会社
からロイヤルティーさえ得られれば構わないとい
うスタンスをとっており、海外子会社はあくまで
投資先としての位置づけに近い。
次に進んでいるのはE社である。設立当初、海
外子会社社長は国内親会社社長の子息であった
が、現在は現地経営に経験をもつ大手家電メー
カーOBを招き入れている。人事、投資（大型投
資を除く）などすべての権限が同氏に委譲されて
いる。国内親会社社長の来訪回数も少なく、その
委任ぶりがうかがえる。
次いで高いA社、B社について、まずA社の海
外子会社社長は国内親会社からの派遣者である。
3年から 5年の任期で交代となり、現在でもそれ
が継続されている。このことは国内親会社にとっ
ては人材を育成する、従業員にとっては経営を学
習する絶好の機会となっている。基本的に経営は
現地に委任されているが、社長交代の度に、就業
規則や昇給・昇進制度に変更が生じると従業員の
混乱を招くため、その制度と運用については国内
親会社の社長がチェックしている。また多額な資
金を必要とする案件についても、国内親会社社長
の決裁が必要としている。一方、設立後、20年以
上経過するなかで、現地にもマネージャークラス
が育っている。なかでも№ 2にあたる中国人ス
タッフと国内親会社社長との信頼関係は厚い。
B社は前述のように消費地生産を基本としてお
り、各拠点間での独立採算が貫徹されている。そ
のなかで最大拠点である中国・上海の子会社につ
いては国内親会社社長の兼任（非常勤）だが、訪
問回数もA社同様に 2カ月に 1回と多くなく、副
社長である中国人にほぼ全権が委任されている。
投資や利益目標を決める経営計画も最終的には国
内親会社社長の承認を得るものの、この副社長が
意思決定している。国内親会社社長は、この海外

子会社の初代社長でもあった。副社長はそのころ
から一緒に仕事をしており、両者の信頼関係がで
きている。B社としては、近い将来、副社長を海
外子会社社長に据える計画である。
一方、D社、F社、G社の進展度は低い。D社は現
地企業との競争が厳しくなったこともあり、 4年
前、 6名いた日本人駐在員を品質保証担当の 1名
にまで削減している。その際、これまで日本人
だった社長職も中国人に切り替えている。これにより、
一見、自立化が進んでいるようにみえるが、現在、
国内親会社の取締役で海外子会社の前社長（現在
は顧問職）が毎月 1回来訪している。また海外子
会社の経営計画は現地主導で作成されるが資金
面、経営者の任命や報酬については国内親会社で
決められるなど依然、国内親会社の関与度は高い。
その背景に、国内および現地の日系の顧客が海外
子会社に発注しているのは「国内親会社の後ろ盾
がある」という意識が強いことがある。そのため、
現地でも国内および日系顧客からの受注について
は国内親会社の管理の下にある。一方、売上につ
いては、すでに半分近くを占める非日系顧客（ほ
とんどが中国系）に関しては現地側が対応してい
る。ただし、これについても顧客側が日系企業と
しての品質に期待することもあって国内親会社の
関与は不可欠と判断している。
F社、G社の海外子会社社長については現在、
国内親会社社長が兼任（非常勤）で務める。来訪
回数も毎月 1回と多く、自立化にはほど遠い状況
にある。F社の場合、国内親会社社長自らが経営
計画を作成し、月々の実績を確認、その後の対策
を指示するために毎月、現地に出向いている。進
出当初は日系という看板だけで受注ができ、一時
期は駐在者（非コア人材）のオペレーションで十
分だった現地経営も2010年以降、現地企業との競
争環境が厳しくなり、国内親会社社長の関与を高
めざるをえない状況になっている。
またG社の場合、これまで海外子会社は日本か
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らの生産移管の受け皿になるなど国内親会社の分
工場としての位置づけであった。従って設立来、
連結対象であり、国内親会社の管理下に置かれて
きた。しかし近年、移管する生産品もなくなった
こと、国内親会社の事業は海外に生産移管されな
い内需向けや多品種少量分野にかじを切ったこと
により、海外子会社との関係が希薄になってきた。
加えて国内親会社社長にかかる経営の負担も大き
く、2013年、それぞれの拠点に権限を移譲し、独
立採算制を導入した。さらに翌2014年には中国の
子会社を日本人駐在員に売却、2015年にはインド
ネシアの子会社を閉鎖した。マレーシアの子会社
についてはまだ所有するものの、条件や環境が整
い次第、こちらも売却の予定である。

⑷　需要先と業績、自立化、国内売上との関係

以上、国内外における生産技術力・需要先の比
較（表－ 3）、海外子会社の経営自立化の進展度
（表－ 4 ）についてみたが、両表を突き合わせると
表－ 5 になる。これをみると「国内外の生産技術
力・需要先の不一致」と海外子会社の「経営自立
化の進展」に関係性があることがわかる。また
表－ 1 の「海外売上」を「海外子会社の業績の
安定」と見立てると、これについても「経営自立
化の進展」と関係性がみられる。これらの因果関
係は、いずれも経営自立化が先にあるのではなく、
あくまで国内外の生産技術力・需要先の不一致、

海外子会社の業績の安定の結果、経営自立化が進
展しており、これにより、仮説 1－ 3 、仮説 1－ 4
の正当性が支持されたことになる。
また表－ 1 に示した国内売上の拡大・縮小基調
を表－ 5 に加えると「経営自立化の進展度」との
関係性もみてとれる。すなわち、海外子会社の自
立化が進んでいる企業は国内売上が拡大基調にあ
り、逆に進んでいない企業は縮小基調にあるとい
うことである。これにより、仮説 1－ 5 の正当性
も支持されたことになる。
その反対のケースである「国内外の生産技術
力・需要先の一致」や「海外子会社の業績の不安
定」、「経営自立化の遅れ」については、F社、G
社で関係性がみられる。需要先が一致していると、
国内外経営の分離が困難になり、海外子会社の自
立化が進まない。また現地の業績が不安定だと国
内親会社のコア人材が関与せざるをえず、経営の
自立化が進まないというロジックになる。
一方、D社、E社については、どちらにもあて
はまらない。D社では海外子会社の業績が安定し
ていても、国内外の生産技術力・需要先が一致し
ており、経営の自立化が進んでいない。すなわち、
コア人材の手を離れていない。ヒアリング調査に
よれば「自立化を進めていない」という表現が適
切かもしれないが、それは顧客対応のためである。
現地の顧客が日系企業であると、どうしても日本
人を置く必要がある。

表－５　国内外の生産技術力・需要先、海外業績、自立化進展度、国内売上との関係

企業名 国内外の生産技術力・
需要先 海外業績 自立化進展度 国内売上

A　社 不一致 ○（安定） ○（大） ○（拡大）
B　社 〃 ○ ○ ○
C　社 〃 ○ ○ ○
D　社 一致 ○ ×（小） ×（縮小）
E　社 〃 ○ ○ ×

F　社 〃 ×（不安定） × ×

G　社 〃 × × ×
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もちろんほかの調査対象企業も日系顧客との取
引をもっているが、C社、D社を除く各社の海外
子会社社長は日本人である。C社は中国人だが日
本での経験も長く、言葉の問題を含めて日系顧客
との信頼関係も構築できる。これに対し、D社は
日本人から中国人に代わっているが、日系顧客へ
の対応にあたっては、毎月、前の社長が訪問して
おり、経営自立化の進展度が低くなっている。
またE社は経営の自立化が進んでいる、すなわ
ちコア人材の手を離れているが、国内売上は縮小
基調にある。ここでの理論に従えば、国内売上の
拡大につながるはずなのだが、同社の場合、そう
なっていない。その理由はE社の需要先である情
報端末の生産の大半は中国で行われていることで
ある。国内では、それに代わる他分野への進出もな
く、そのため、国内生産（売上）が縮小している。

⑸　海外売上の拡大・縮小企業の要因分析

海外売上が拡大基調にあるD社、E社に対して、
F社、G社は海外でも国内同様、縮小基調にある。
この違いはどこから生じるのだろうか。また海外
売上の拡大・縮小は国内売上にどのような影響を
与えるのだろうか。

①　海外売上の拡大要因（D社、E社）
4社の受注先についてみると、いずれも日本で

の顧客から要請を受けた進出であり、海外におい
てもその取引関係を維持・継続している。従って
「国内外の需要先の一致」がみられることになる。
先に国内売上の縮小には移管型縮小と流出型縮小
があると記した。D社、E社の場合、移管型縮小
であるが、海外子会社では非日系顧客からの受注
を拡大させている。D社は進出直後から、非日系
顧客との取引を開始し、現在、取引全体の46.7％
（うち中国最大手の海

ハイアール

尓が42.4％と圧倒的）まで
拡大している。E社でも全体の 3割が非日系顧客
との取引に至っている。

もちろん非日系顧客にはD社、E社の競合者、
なかでもコスト競争力のある非日系部品企業が取
り巻いている。そうした企業を差し置いて、これ
ら 2社が非日系顧客から受注できるのは、非日系
競合者では対応困難な技術的優位性をもっている
ことである。
D社が需要先としている洗濯機は成熟製品でも
あり、家電メーカー間の競争が厳しい。各社はコ
スト競争に陥らないよう、他社製品との差別化を
図るため、新しい機能の付加に注力している。こ
うした動きは特に中国系顧客に強い。加えて日系
顧客では、はじめから全体の仕様が決まっている
ため部品開発もそのなかでの摺り合わせが必要と
なるが、中国系顧客ではそうした拘束もなく、あ
るものを買って組み合わせる発想のため、部品開
発の自由度が高まる。このような顧客の開発ニー
ズに応えるのは日系部品企業が得意するところで
もある。そのため研究開発部門も中国にもち、60
名のスタッフを擁して非日系顧客からの要請に応
えている。
一方、E社がもつ優位性はシートに気泡を入れ
ずに打ち抜く技術であり、その際に使われる金型
やプレス機械にそのノウハウが込められている。
これに対し、そうした技術をもたない非日系競合
者は気泡を抜くための処理が別に必要となり、そ
のぶん、品質の安定性、生産リードタイムに問題
を残している。このE社のノウハウを支えるのは
中国子会社にもつ技術部（工程製造課・技術課）
である。こうした点が非日系部品企業を凌ぐ優位
性となっており、非日系顧客から受注できる要因
となっている。
ところで日本国内のマザー工場の役割の重要
性・必要性が指摘されるなか、なぜ研究開発部門
を海外に置くのだろうか。理由の一つは需要先の
生産規模がある。生産規模が大きい国では顧客の
ニーズを直接入手することができ、そこに研究開
発部門を置けば、そのニーズを活かしやすい。加
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えて、最新設備もそろっており、そこで新製品が
立ち上げられる可能性も高い。需要先でいえば、
D社は洗濯機、E社はスマートフォンで、これら
の生産は海外、特に中国が圧倒的である。
もう一つは、研究開発で最も重要である優秀な
人材の確保が日本以上に容易ということもある。
日本で中小企業の場合、そうした人材の確保は決
して容易ではないが、中国では日本以上に優秀な
人材の確保が可能である。このように産業分野に
よってはマザー工場を日本に置く必然性は減少し
ており、海外、特に中国でその役割が求められて
いる。

②　海外売上の縮小要因（F社、G社）
一方、F社、G社では海外子会社の売上も縮小
基調にある。F社のインドネシア子会社の売上は
ピーク時（2008年）の20億円超から15億円（2016年）
まで減少している。2014年以降は、両社とも海外
子会社の売却がみられ、F社では最大 4拠点あっ
たのが 1拠点（インドネシア）に、G社では 3拠
点あったものが 1拠点（マレーシア）になって
いる。
その要因としては、一つに日本からの生産移管
品がみられなくなったことが挙げられる。前記の
通り、F社では1990年代後半、G社では2010年が
最後になっている。両社ではもはや国内から現地
生産に切り替える完成品がなくなった、もしくは
日本を経由せずに直接、海外生産を行っているこ
とがわかる。
もう一つが競争環境の激化である。F社によれ
ば「リーマンショックまでは金型をつくって、機
械さえ入れれば受注ができた」という。しかし、
それ以降、状況が変化する。例えば、インドネシ
アでは2010年に70万台だった自動車生産台数が、
2015年で150万台まで拡大する見通しが発表され
るなど、その市場に大きな期待が集まった。そう
したなか、未曾有の円高により、日系Tier 1 に随

伴する形で進出する日系中小企業が増えた。これ
に加えて台湾系、中国系企業の進出も顕著になり、
豊富な資金力を背景に大型の設備投資を行い、生
産能力の拡大を図った。これによって受注が一層
厳しくなった。
一方、F社、G社はD社、E社にみるような開発
力も乏しい。従って非日系顧客との取引もなく、
非日系競合者の品質レベルがあがると、コストだ
けの勝負になり、たちまち状況は厳しくなる。
この両社には共通点がある。ともに保有技術が
プラスチック成形および金型製作である。同技術
は同じ量産加工技術であるプレスに比べ、技術移
転が容易といえる（兼村、2013）。CADのレベル
向上により、金型設計・製造も経験を有せずにで
きるようになり、また成形機の使いやすさも格段
にあがっている。従って非日系競合者でもキャッ
チアップしやすい環境が整っている。両社とも「開
発力が乏しい」と記したが、こうした技術的特性
もその背景にあるようである。F社社長によれば
「金属加工の場合、削りだけの話で済むが、成形
は材料、成形機、金型の複合技術で、そうした技
術の開発は成形機メーカーが主導的立場にある。
精度の向上など中小の成形メーカー単独での技術
開発は難しい」とのことであった。

③　国内売上への影響
以上みたように海外売上が拡大・縮小するなか
で、国内親会社への影響はどうなのだろうか。ま
ずD社、E社は中国の研究開発部門などの設置に
よって、日本の研究開発機能も変えざるをえなく
なっている。国内では両社とも生産（売上）が減
少するなか、D社は洗濯機部品で蓄積した水処理
技術を使って、食品工場内の設備に使われる部品
生産に乗り出している。同部品の利益率は良好だ
が、少量生産のため洗濯機部品の縮小分を埋める
までには至っていない。研究開発部門の役割も、
洗濯機分野についてのマザー工場は中国が担って
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いるため、国内では新規部品に対していかに自社
技術をカスタマイズさせるかとなっている。また
E社についても市場・製品と直結した研究開発部
門を中国に設けている。そのため国内ではさらに
川上分野における研究開発、具体的には国内素材
メーカーとの基礎研究に注力している。研究する
には大変重要な分野であるが、開発規模でいうと
小さく、その性格上、売上拡大に直結するもので
はない。
一方、F社、G社については、国内は内需型市
場に転換し、利益率の高い多品種少量生産となっ
ているが、売上拡大には結びついていない。

4 　まとめと今後の課題

⑴　国内売上の拡大・縮小メカニズム

本稿では先行研究で得た国内売上の拡大基調の
企業に「国内外の需要先の不一致」がみられる、
また縮小基調の企業に「国内外の需要先の一致」
がみられるといった示唆を足掛かりに、「ポスト
海外進出」にある中小企業の国内売上が拡大・縮
小するメカニズムを明らかにした。
これによると、国内売上が拡大基調にある企業
に共通してみられるのは、コア人材が国内親会社
に注力できる環境にあることである。言い換えれ
ば、コア人材への負担にならないよう海外子会社
の経営が自立化していることでもある。この自立
化を促進するのが、一つに「海外子会社の経営の
安定」である。これにより、海外子会社の経営を
非コア人材に任せやすくなる環境が整う。そして
もう一つに、先行研究で得た「国内外の需要先の
不一致」がある。これにより海外子会社の経営を
国内親会社から分離しやすくなる。この経営の自
立化により、コア人材が国内の事業に注力する環
境が整い、海外とは異なる事業展開（新規需要先
の開拓、生産技術の開発等）が進展する。この場

合の国内事業とは、医療部品や半導体関連部品と
いった付加価値の高い少量生産分野などであり、
これが国内売上の拡大につながっている。
一方、国内売上が縮小する企業では「国内外の
生産技術力・需要先の一致」がみられ、国内での
需要先との関係が海外でもそのまま維持されてい
る。それでも、かつては国内外で新・旧製品別、
高・低機種別の生産のすみ分けがあったが、現在
では現地ニーズの高度化、現地の生産技術のレベ
ルアップがあり、そうした関係も薄まっている。
需要先にとってみれば、国内外での発注先の選択
肢が広がり、国内親会社の生産がコスト的に優位
な海外に置き換えられている。
これが「需要先が国内外で一致」の場合に生じ
る国内生産（売上）の縮小メカニズムだが、その
際、国内の縮小に関して移管型縮小と流出型縮小
がある。前者の場合、海外子会社の売上拡大につ
ながる。こうした海外子会社はコスト以外の技術
的競争優位をもち合わせており、非日系顧客から
の受注もみられ、海外売上のさらなる拡大につな
がっている。その優位性を発揮するのに不可欠な
研究開発機能も現地化され、これにより日本の開
発部門の縮小も余儀なくされている。
一方、流出型縮小の場合は、海外子会社の売上
も縮小する。そのような企業は研究開発機能もも
たない（あるいは生産技術の性格上、もちようが
ない）ため、より高度なニーズに応えることで優
位性を発揮することができない。加えて、品質面
では台頭する非日系競合者にキャッチアップされ
るなかコスト競争に向かわざるをえず、コア人材
の負担も一層増している。結果、海外子会社の自
立度も低くなり、一方で国内事業も手薄になるこ
とから、その売上縮小もみられている。

⑵　パターンごとにみる特徴

以上のように「ポスト海外進出」の国内外売上
の動向は国内外とも拡大、国内縮小・海外拡大、
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国内外とも縮小の三つのパターンに分類できる。
このなかで国内にとって最も望ましいケースは最
初の国内売上が拡大するパターンだが、海外と異
なる需要先を国内にもつことは容易なことなのだ
ろうか。提示した調査対象企業の 3事例でみると、
A社は成熟した技術を海外に移管し、国内は技術
の高度化を図りながら成長市場に参入している。
多国籍企業の教科書にも登場しそうな理想的な展
開といえるが、この取り組みがあったのは2000年
前後での話であり、技術革新のスピードやグロー
バル化が一層進んだ現時点で、時間をかけたこの
ような取り組みを実施するのは容易ではない。一
方、B社の場合、海外進出がそのまま新規の需要
先の開拓につながっているほか、C社では自社事
業の一部の切り離しによって結果的に異なる需要
先をもつことにつながっている。このような時間
をかけずに「国内外の需要先の不一致」をつくる
ことは現在でも可能である。
従って、こうした海外進出、国内外の事業構成
のあり方は国内売上の拡大をもたらすモデルとな
りうるが、すべての企業が可能かといえば決して
そうではない。こうしたことが可能になるのは、
異なる需要先をもてるほど用途の広がりが大きい
分野である。例えば、B社のばねでは文具から医
療まで幅広い需要先にその生産技術が求められ、
しかもその生産技術が需要先によって異なる。C
社のプレス加工も広がりは大きく、用いられる工
法や設備などによって仕上がり具合が変わってく
る。この違いによって「国内外の需要先の不一致」
を生み出し、付加価値の差異を見いだすことが可
能になる。もちろん、もう一つの条件であった「海
外子会社の経営の安定」を図ることも重要になる。
逆に二番目の、国内売上は縮小するが海外は拡
大というパターンは需要先産業の生産のほとんど
が海外で行われる分野（D社の家電製品やE社の
情報端末）でみられる。生産活動の主戦場が海外
に移るなかで国内では内需型の市場に活路を見い

だしている。これには自動車部品のほか、多品種
少量分野が多いが、付加価値は高くなく特に売上
規模の拡大にはつながらない。また研究開発機能
について、海外生産を支援するマザー工場として
の役割は海外に移されているため、国内ではこれ
らの新市場に保有技術をどうカスタマイズしてい
くかを探ることが主たる役割となっており、その
ため規模も縮小している。
三番目の、国内売上、海外売上ともに縮小のパ
ターンは技術移転が容易な産業でみられる。技術
的な付加価値追求や海外での拡大も難しく、撤退
もみられている。これにより、国内経営への影響や
負担を軽減しているが、その国内も従業員数を減ら
しながら縮小均衡に向けた取り組みを行っている。
国内は量産から多品種少量市場への参入が図ら
れ、利益率は好転しているが、売上は縮小している。

⑶　今後の研究課題

以上、本稿では中小企業の海外事業が国内事業
に及ぼす影響に関心が集まるなか、その到達点の
一つともいえる国内親会社と海外子会社の関係が
なくなった「ポスト海外進出」にみられる国内売
上の拡大・縮小がどのようなメカニズムのなかで
もたらされるのかについて明らかにした。
その結果、「ポスト海外進出」における中小企
業の場合、国内売上の拡大には海外子会社の経営
自立化が重要となっていること、それを支えるの
は「海外子会社の業績の安定」と「国内外の需要
先の不一致」であり、これによりコア人材が国内
経営に注力できることが明らかになった。
国内売上を拡大させたい中小企業経営者や政策
サイドへの示唆としては、海外子会社にかかるコ
ア人材の経営負担をできるだけ軽減し、国内に注
力しやすい環境をつくることが重要である。それ
には海外子会社の業績を安定させる、国内事業か
ら切り離した経営を行いやすいように環境を整備
する、需要先を見いだすことなどが重要な課題と
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なろう。
「ポスト海外進出」における海外事業の効果は、
海外事業そのものから直接的に受ける仕事などで
はなく、それをきっかけに海外子会社が自立し、
コア人材が国際事業に目を向ける機会提供ともい
える。その先にある国内事業は、さらなる事業の
高度化による売上拡大であったり、多品種少量分
野への参入による利益追求だったり、中小企業が
置かれている環境や条件（保有技術や需要先など）
によって異なるが、いずれも「ポスト海外進出」
の次なるステージであることには間違いない。そ
の意味で、一口に中小企業の海外進出といっても、
その保有技術や需要先との関係ごとに国内売上へ
の影響に違いがみられ、「ポスト海外進出」を一
様に議論することは難しい。置かれた状況や条件
ごとに異なる丁寧な議論が必要になる。本研究を
通じ、既存研究に対して、このような示唆を与え
ることができたなら幸甚の限りである。
最後に今後の研究課題をいくつか挙げておきた
い。ここで取り上げたキーワード「国内外の需要
先の不一致」のなかで、日本ではなく、海外で新
規需要先を開拓する企業がみられた。そうした企
業も本研究でみたのと同様、「国内外の需要先の
不一致」を実践し、国内外で売上を拡大させてい
る。その際、いうまでもなく、海外には中小企業
が日本でよりどころにする経営資源などは少な

い。そうした厳しい環境のなかで、なぜこのよう
な取り組みや成果を海外でおさめることができた
のか。こうした取り組みは、海外子会社の自立に
つながるばかりか、ここで主張したように国内事
業の発展にもつながることから今後探求すべき重
要な研究テーマと考える。
また「ポスト海外進出」のうちの一つが海外事
業の出口戦略といえ、その点に関する研究も重要
なテーマとなろう。このうち撤退に関してはすで
に、加藤（2011）や丹下（2016）などの先行研究
もみられるが、単なる撤退だけではなく、海外（市
場）との関係を維持するケースもみられる。また
本稿でみたように撤退後、国内事業をどう再構築
していくのか、外需型の事業構造を内需型にどの
ように転換していくのか、これらを分析すること
は「ポスト海外進出」にある中小企業の動向をみ
るうえで重要なテーマとなる。幸いなことに、本研
究で実施した多くのヒアリング調査のなかから、
これらの検証に必要なデータはそろいつつある。
これらを活用しながら前記のテーマに取り組ん
でいく所存である。
最後に本研究は科学研究費・基盤研究（C）「地
域企業における国内・外事業の関連性にかかる研
究」（平成26～29年度課題番号：26380540）の助
成を受けていることを付記する。
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